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議 案 番 号 議 案 件 名 頁 

議案第１号 「流域下水道維持管理要綱」の改正について １ 



 

 

 

 

議案第１号 

「 流 域 下 水 道 維 持 管 理 要 綱 」 の 改 正 に つ い て 

 

 

 「流域下水道維持管理要綱」の全部を別添のとおり改正する。 

 

 

附 則 

この改正は、令和５年４月１日から施行する。 
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流域下水道維持管理要綱 

（ 改 正 後 の 全 文 ） 

 

         第１章   総       則 

（目 的） 

第１条 この要綱は、流域関連公共下水道から流域下水道への接続、流入、維持管理その他に

ついて、流域下水道と流域関連公共下水道の円滑な運営に関する必要な事項を定めるもの

とする。 

 

         第２章   流域関連公共下水道の接続 

（接 続） 

第２条 流域下水道に接続する施設は、流域関連公共下水道以外のものであってはならない。 

 

（接続工事） 

第３条 流域関連公共下水道を流域下水道に接続する工事（以下「接続工事」という。）は流

域関連公共下水道管理者（以下「流域関連市町」という。）が行うものとする。   

 

（接続の承認） 

第４条 流域関連公共下水道を流域下水道に接続しようとする流域関連市町は、当該接続工

事を開始する前にあらかじめその計画について様式１－１（接続申請）により、接続箇所ご

とに流域下水道管理者（以下「県」という。）の承認を受けなければならない。承認を受け

た事項を変更しようとするときも同様とする。なお、接続の承認にあたっては次条で規定す

る「流域下水道接続基準」によるものとする。 

２ 県は前項の承認をするときは当該流域関連市町に対し、様式１－２により接続の承認に

ついて通知するものとする。 

  

（流域下水道接続基準） 

第５条 前条第１項の承認の基準は、次の各号に掲げる事項とする。 

(1) 接続箇所は県の指定した箇所に限るものとする。ただし、やむを得ない場合のみ県と

当該流域関連市町の協議により接続するものとする。 

(2) 接続計画の内容は、原則として下水道法及び都市計画法に定める事業の認可に適合し

ているものであること。 

(3) 流域下水道接続マンホールとの接続の方法は、関連公共下水道の最終端マンホールに

接続管をもって接続するものとし、接続管の管理は流域関連市町とする。なお、流域下水

道との段差が大きい場合は最終端マンホールに適当な段差を設けた構造とし、地形等の

条件により段差を設けることが困難な場合は、別途協議する。 

(4)  接続は、原則として「下水道施設計画・設計指針と解説」に適合したものであること。 

(5)  合流式の接続は、遮集量の調整及び異常時に止水等ができるようにゲート又は角落し

などを設けた特殊なものとすること。  

 

（接続工事の着手及び完工） 

第６条 流域関連市町は接続工事を開始しようとするときは、事前に様式２－１（着工届）を

県に提出しなければならない。 

別添 

2



 

２ 流域関連市町は、前項の接続工事が完成したときは、直ちに様式２－２（完工届）を県に

提出し、県の指定する職員による接続工事の完工検査を受けなければならない。 

３ 県は前項の検査を行ったときは、その結果を様式２－３（復命書）により復命するととも

に、様式２－４（検査結果）により当該流域関連市町に通知するものとする。 

 

         第３章   流域下水道の処理開始 

（流域下水道の処理開始の通知） 

第７条 県は、流域下水道の処理開始をしようとするときは、下水道法（以下「法」という。）

第２５条の２６の規定により当該処理開始に係わる区域内の流域関連市町に、様式３－１

の通知書によりその旨を通知するものとする。 

    

第４章   流域下水道への流入開始 

（流入の承認） 

第８条  流域下水道を使用して、下水の処理を開始（以下「流入開始」という。）しようとす

る流域関連市町は、新たに流入開始しようとする区域について、法第９条第２項の規定に基

づく公示をする前にあらかじめその予定を様式４－１（流入申請）により県に提出し、その

承認を受けなければならない。承認を受けた区域を変更しようとするときも同様とする。な

お、流入の承認にあたっては次の各号によるものとし、次条で規定する「流域下水道流入基

準」を条件とする。 

(1) 流入開始しようとする区域は、法第２５条の２６の規定に基づき県が通知（様式３－

１）した区域内であること。 

(2) 流入量は、流域下水道の能力の範囲内であること。  

２ 前項の申請（変更申請も含む）は当該年度の当初又は、前年度末に当該年度分を一括して

申請することができるものとする。 

３ 県は第１項及び第２項の承認をするときは当該流域関連市町に対し、様式４－２（流入承

認）により流入の承認について通知するものとする。 

 

（流域下水道流入基準） 

第９条  前条第１項の流域下水道流入基準は、次の各号に掲げる事項とする。 

(1)  流入する下水は、著しく流域下水道施設機能を妨げ、若しくは損傷する恐れのないも

のであること。 

(2)  流入する下水は、流域下水道の放流水質が法第８条の技術上の基準に適合しない恐れ

のないものであること。 

(3)  流入開始しようとする区域の法第９条第２項の規定に基づく処理開始の公示は、接続

工事完工検査及び流入の承認が行われた後行うこと。 

  

（処理開始の公示内容の報告） 

第１０条 第８条の承認を受けた流域関連市町は、当該承認を受けた区域について、法第９条

第２項の規定に基づく公示をしたときは、速やかに公示の内容を様式４－３により県に報

告するものとする。 

 

（区域外流入の協議） 

第１１条 流域関連市町は、流域関連公共下水道の処理区域外の者に対し、法第２４条第１項
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第３号の規定により流域関連公共下水道の使用を許可しようとするときは、あらかじめ様

式４－４（協議書）により県に協議しなければならない。ただし、供用区域に隣接し、法第

１１条の２に該当する者以外の一般家庭等の区域外流入については除く。 

２ 県は、前項の協議に対し、様式４－５により、当該流域関連市町に回答するものとする。 

 

         第５章   流域下水道への流入水の管理    

（流量計の設置及び測定） 

第１２条 流域関連市町は、流域関連公共下水道から流域下水道へ流入する下水の流入量を、

接続点毎に流量計を設置して測定しなければならない。なお、流量計の設置が困難な場合

は、流量の測定方法を県と協議するものとする。 

２ 流域関連市町は前項により、異常な結果が測定された場合は、速やかにその原因を調査

し、県にその結果を報告するとともに、対策について県と協議しなければならない。 

 

（流入下水量の報告） 

第１３条 流域関連市町は、流域関連公共下水道から流域下水道へ流入した毎月の下水の水

量について様式５－１（流入下水量報告）により翌月２０日までに県に報告しなければなら

ない。また、毎年度の実流入量及び有収水量等について様式５－２（年間流入量報告）によ

り翌年度７月末までに県に報告しなければならない。なお、様式５－２（年間流入量報告）

の報告にあたっては、「各流域下水道維持管理負担金の取扱要領」による実績報告との整合

を図るものとする。 

 

         第６章   水  質  規  制 

（除害施設の設置等の報告） 

第１４条 法第１２条及び第１２条の１１に規定する条例により、除害施設の設置等の届出

を受理した流域関連市町は、年度ごとに結果を取りまとめ、翌年度の４月３０日までに様式

６－１及び第１６条に定める特定事業場等台帳により県へ報告しなければならない。 

 

（特定施設等の流域下水道管理者への通知） 

第１５条 法第１２条の１０に基づく「流域下水道管理者への通知」については、第１２条の

３、第１２条の４、第１２条の７又は第１２条の８第３項の規定による届出を受理したとき

は、当該届出に係る事項について年度ごとに結果を取りまとめ、翌年度の４月３０日までに

様式６－２並びに第１６条に定める特定事業場等台帳により、第１２条の５の規定による

命令をしたときは当該命令の内容を様式６－３により行うものとする。 

 

（特定事業場等台帳の整備） 

第１６条 流域関連市町は、工場等の実態を常時把握するとともに、除害施設及び特定事業場

（以下、「特定事業場等」という。）の台帳（以下、「特定事業場等台帳」という。）を作

成し、立入検査結果及び指導事項等を記録しておかなければならない。 

なお、流域関連市町は、特定事業場等台帳については、流域下水道事業連絡協議会水質等

専門分科会で作成した「事業場台帳データベース」を利用することができる。 

 

（特定事業場等の監視） 

第１７条 流域関連市町は、法第１３条に基づく排水設備等の検査（以下、「立入検査」とい
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う。）を実施する。立入検査は、特定事業場等から排除される下水について第１９条に規定

する「特定事業場等立入検査実施基準」に基づいて実施し、次の各号に適合させるために必

要な措置を講ずるものとする。 

(1)  特定事業場等からの排水は、下水道法施行令第９条～第９条の７及び第９条の１０～

１１に規定する基準以内の水質が常に安定した状態で得られること。 

 (2)  特定事業場等において水量、水質の測定及び異常時の対策等の適当な措置がとられて

いること。 

(3)  特定事業場等の採水のため、原則として公道上に公共ますを設置すること。 

２ 流域関連市町は、前項の立入検査結果及び前項の立入検査結果に基づき行った改善指導

等の内容を毎月取りまとめ、翌月の２５日までに様式６－４により県に報告するものとす

る。 

 

（特定事業場等の立入検査予定の通知） 

第１８条 流域関連市町は、特定事業場等の翌年度の立入検査の予定を、毎年度３月２０日ま

でに、様式６－５により県に通知するものとする。 

 

（特定事業場等立入検査実施基準） 

第１９条 第１７条第１項の基準は、次の各号に掲げる事項とする。 

(1)  立入検査の対象となる事業場は、法第１２条、第１２条の２又は第１２条の１１に該

当する事業場とする。 

(2)  立入検査のうち、事業場排水の水質の検査を行う回数は、事業内容、下水量及び法第１

２条の２第１項、第３項並びに第１２条の１１で定める項目のうち、(3)（別表―４）に

定められた項目（以下「処理困難物質」という。）の使用状況により、別表―１のとおり

とする。ただし、相当の事情がある場合には、ランクを上げることは妨げないものとする。

 （別表―１）水質の検査の回数区分 

ランク 対象事業場 
水質の検査の

回数 

Ｓ ①特に注意を要する事業場 ６回／年また

はそれ以上 

Ａ ①主として電気めっき施設を使用している事業

場（処理困難物質を使用している場合で、下水量

問わず） 

②下水量が100m3／日以上の処理困難物質を使用

する製造業 

③下水量が100m3／日以上の産業廃棄物処理業

で、処理困難物質を排除する可能性がある事業場 

④下水量が1,000m3／日以上の事業場（病院は除

く） 

４回／年 

Ｂ ①主として酸又はアルカリによる表面処理施設

を使用している事業場（処理困難物質を使用して

いる場合で、下水量問わず） 

②下水量が50m3／日以上の学術・開発研究機関 

③下水量が100m3／日未満の製造業で、処理困難

３回／年 
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物質を排除する可能性がある事業場 

④下水量が100m3／日以上の製造業（食品製造業

は除く。）に該当する事業場 

Ｃ ①下水量が50m3／日以上の有機性、あるいは油類

に係る汚濁の著しい事業場（食品製造業、道路旅

客運送業、鉄道業、その他サービス業等） 

②下水量が50m3／日以上の水道業、医療業または

洗濯業に該当する事業場 

③下水量が50m3／日以上100m3／日未満の産業廃

棄物処理業で、処理困難物質を排除する可能性が

ある事業場 

④Ｓ～Ｂランクに該当しない製造業で、定期的な

監視を必要とする事業場 

２回／年 

Ｄ ①工程系廃水等を回収又は委託処理しているた

め特定施設等に係る排水を下水へ排除しておら

ず、上記ランクに該当しないが、定期的な監視を

必要とする事業場（下水量50 m3/日未満の事業場

を含む） 

②下水量が50m3/日未満で、処理困難物質を排除

する可能性がある事業場 

③その他、排水の監視を必要とする下水量が50 

m3／日以上の事業場（ガソリンスタンド、自動車

整備工場等） 

１回／年 

Ｅ ①上記ランクに該当しない事業場 

②処理困難物質を使用しておらず、下水量が50m3

／日未満の事業場 

必要に応じて 

 

(3)  立入検査の際に実施する水質の検査項目は、次のとおり、ア全般検査、イ追跡検査ごと

に定める。 

ア  全般検査は、別表―２については全事業場に対し、別表－３については必要に応じ

て、別表－４に掲げる項目については、下水道法第１２条及び第１２条の１１、また

は第１２条の３及び第１２条の４により届出のあった下水に排除される可能性がある

項目について実施する。このほか、事業場の操業状態や過去の立入検査の結果等から、

測定をする必要があると認められる項目について、必要に応じて追加することができ

る。 

（別表－２）必須測定項目 

ｐＨ、ＢＯＤ、ＣＯＤ、ＳＳ、温度、色、臭気 

 

（別表－３）補助項目 

ノルマルヘキサン抽出物質、沃素消費量 

 

 

6



 

（別表―４）処理困難物質 

カドミウム及びその化合物、シアン化合物、有機燐化合物、鉛及びその化合物、六価

クロム化合物、砒素及びその化合物、水銀及びその化合物、アルキル水銀化合物、ポ

リ塩化ビフェニル、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、ジクロロメタン、

四塩化炭素、1,2－ジクロロエタン、1,1－ジクロロエチレン、シス‐1,2-ジクロロ

エチレン、1,1,1-トリクロロエタン、1,1,2-トリクロロエタン、1,3-ジクロロプロ

ペン、チウラム、シマジン、チオベンカルブ、ベンゼン、セレン及びその化合物、ほ

う素及びその化合物、ふっ素及びその化合物、1,4-ジオキサン、フェノール類、銅

及びその化合物、亜鉛及びその化合物、鉄及びその化合物（溶解性）、マンガン及び

その化合物（溶解性）、クロム及びその化合物、アンモニア性窒素※２、亜硝酸性窒

素及び硝酸性窒素※２、ニッケル及びその化合物※２、ダイオキシン類 

 

※１ ※２以外の物質の基準値については、下水道法施行令第９条の４のとおり。 

※２ 条例で定める項目であるため、基準値は各自治体の条例のとおり。 

イ 追跡検査は、規制基準違反があった場合、改善状況等を確認するために実施するこ

とができるものとする。 

 (4)  立入検査時に事業場から聴取を行う場合の確認内容は、次のとおりとする。 

  ア  届出内容との照査 

イ 除害施設の維持管理状況 

  ウ 事故時の対応体制 

   エ 法第１２条の１２に基づく下水の水質測定実施状況 

(5) 下水道法第12条の９に規定する事故が発生した際は、別に定める「流域下水道に係る水

質異常時の対策実施要領」に基づいて、原因となった事業場に対して原則立入検査を実

施するものとする。なお、原因となる事業場が判明していない場合は、公共下水道に流

入した物質等から該当する事業場の絞り込みを行ったうえで立入検査を実施する。 

(6)  立入検査の実施にあたっては、必要に応じて県も協力するものとする。なお、流域関連

市町の職員以外の者が検査に同行する場合は事前に検査先の了解を得たうえで実施す

るものとする。 

 

（流入下水の水質調査） 

第２０条 県は、流域下水道へ流入する下水の水質を把握するため、流域下水道幹線において

調査を実施するものとし、必要に応じて流域関連公共下水道のマンホールで、関連市町職員

の立会いのもとに水質調査を行うことができるものとする。 

２ 県は、前項の調査の結果、排除基準を超過した場合は必要に応じて関係流域関連市町に連

絡するものとする。また、毎月の調査結果については、必要に応じて流域関連市町に送付す

る。 

 

（水質異常等の対策） 

第２１条 県及び流域関連市町は、水質異常等の対策について、別に定める「流域下水道に係

る水質異常時の対策実施要領」に基づいて実施するものとする。なお、下水道法第12条の９

に規定する事故に該当するものについては、県が結果を取りまとめ、遅滞なく神奈川県のホ

ームページで公表するものとする。 
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第７章   流域関連公共下水道の管理 

（公共下水道条例等の制定） 

第２２条 流域関連市町は、流域下水道の維持管理に係わる事項について条例等を定めよう

とするときは、あらかじめ県の意見を聴くこととする。条例等を改正しようとするときも、

同様とする。 

 

（公共下水道の日常管理） 

第２３条 流域関連市町は、流域関連公共下水道を定期的に巡視し、適正な日常管理を行うた

めに必要な清掃、補修、排水設備の指導等の適切な措置を講ずるものとする。 

 

（雨水等の流入防止） 

第２４条 流域関連市町は、汚水管に雨水等の不明水の流入を防止するよう浸入水削減対策

を行わなければならない。 

 

（管理状況の確認） 

第２５条 流域関連市町は接続、流入、維持管理その他の管理状況について県が確認を求めた

場合は、県の指定する職員の立会いのもとに確認を受けなければならない。 

２ 前項の結果、管理状況が適切でないと認められる場合は、当該流域関連市町に対し、県は

必要な措置を取るべきことを求めることができるものとする。 

 

         第８章   そ  の  他  

（申請等の手続き） 

第２６条 流域関連市町から県へのこの要綱で定める申請・届出及び報告等は、流域下水道整

備事務所へ各２部提出するものとする。 

 

（協議事項） 

第２７条 この要綱に定めがない事項については、県と流域関連市町で別途協議することと

する。 

 

附 則 

１ この要綱は、相模川流域下水道にあっては平成２年４月１日から、酒匂川流域下水道にあ

っては平成３年１月１日から適用する。 

２ 「流域下水道への接続要綱」は、相模川流域下水道にあっては平成２年３月３１日、酒匂

川流域下水道にあっては平成２年１２月３１日をもって廃止する。 

附 則（第１４条及び第１８条関係改正） 

１ この要綱は、平成７年４月１日から適用する。 

 ただし、酒匂川流域下水道においては、第１４条の規定については、平成９年４月１日から

適用するものとし、それまでの期間は改正前の規定を適用する。 

附 則 

１ この要綱は、平成１６年４月１日から適用する。 

２ 改正前の流域下水道維持管理要綱の規定に基づき定められた要領及び基準等については、

平成１６年３月３１日をもって廃止する。 
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附 則 

１ この要綱は、平成１８年６月２３日から適用する。 

附 則 

１ この要綱は、平成１９年４月１日から適用する。 

附 則 

１ この要綱は、平成２０年４月１日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２３年１０月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２５年５月１３日から施行する。ただし、第１９条の２の規定は、平成２

６年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２８年５月２６日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 
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様式１－１（第４条関係）
　　　　　第　　　　　号

　　　　　　平成　　　年　　月　　日

　　　神奈川県知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市（町）長

　　　　　このことについて、別紙のとおり承認を受けたいので申請します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（問い合わせ先　　　　　　　　　　　　　　　）

流域関連公共下水道の流域下水道への接続の承認（変更）について（申請）
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流域下水道への接続承認（変更）申請調書

内　　　　　容 備　　　　　考

合 流 区 域 （ ha ）

分 流 区 域 （ ha ）

計 （ ha ）

合 流 区 域 （ 人 ）

分 流 区 域 （ 人 ）

計 （ 人 ）

合流区域（m3/日） 時間最大

分流区域（m3/日） 時間最大

計（m3/日）

至　平成　年　月　日

自　平成　年　月　日

流 入 開 始 予 定 　  平成　年　月　日

添付資料　 １　図面（計画一般図、マンホール構造図、縦断図、その他）

   　　    ２  流量計算書

　　 　 　 ３　下水量算出根拠調書

項　　　　　目

接 続 流 域 下 水 道 名

接 続 幹 線 名

接 続 処 理 分 区 名

接続工事予定期間

接 続 計 画 面 積

接 続 計 画 人 口

接続計画下水量

接 続 箇 所 名

接 続 箇 所 番 号

接 続 管 の 種 類

接 続 管 の 形 状 寸 法
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１ 　 「接続処理分区名」については、流域下水道の処理分区（県指定）を記入すること。

２ 　 「接続箇所番号」は、県で指定した番号とする。

３ 　 「接続管の種類」については、管の材質（遠心力鉄筋コンクリート管等）を記入すること。

４ 　 「接続管の形状寸法」については、内径、長さ、勾配を記入すること。

５  　「接続計画面積」・「接続計画人口」・「接続計画下水量」については、接続管の受け持つ

範囲、つまり処理分区の全体計画について記入すること。

６ 　 面積は小数点第３位を四捨五入して小数点第２位までとし、下水量は小数点以下を四捨

五入すること。

（添付資料）

１ 　 図  面

(1) 　 計画一般図（縮尺：1/10,000～1/20,000）　（１部）

    （下水道計画図を使用すること）

    記入事項 ・全体計画処理区域　　青色

・既接続処理分区　 　　黒色

（合流区域は斜線）

・申請接続位置

・既接続位置

・凡例

・図面右下に次の見出しを貼ること。

処理分区名

申請年月日 縮尺 1/

都　 市 　名

(2)    マンホール構造図（縮尺：1/100以上）

      別記

(3)    縦断図（縮尺：1/100以上・横1/500以上）

      別記

(4)    その他（合流式の場合のみ）

      雨水吐き室構造図（堰高記入のこと）

      吐き口構造図（放流河川の横断図及び高水位・低水位を記入のこと）

      縦断図（吐き口～雨水吐き室～接続マンホール間）

２ 　 流量計算書

　　  接続間及び雨水吐き室（堰高計算を含む）・吐き口、放流河川　　

３  　下水量計算根拠調書

      全体計画の汚水量とする。（日平均汚水量）

     （土地利用別の計画人口、面積、家庭汚水、工場排水、地下水量等を記入）

接続承認（変更）申請調書作成要領

○○川流域下水道接続申請一般図

　　　○　岸　○　○　処　理　分　区

　　　○　○　市

　　年　月　日
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別記（マンホール構造図・縦断図）　　できる限り一葉の図面とすること。 A-1判

付近平面図　S=1/200～1/500
（平面図） （断面図）

○　できるだけ詳しく記入（略図しない）
○　付近建物、構造物、道路とその名称 ○　最終端マンホール及び接続マンホール ○　平面図に同じ
○　流域下水道　黄色  　を記入
○　公共下水道　赤色 ○　流域下水道構造物　黄色
○　管径・勾配、延長、番号 ○　公共下水道及び接続工事により公共下 （正　面　図）
○　なるべく広い範囲を記入 　水道が施工する部分
○　マンホール番号、名称、方位 ○　仮設（土留等）掘削中を記入

○　最終端マンホールを記入できな場合は
　別図にする。

（断面図）

○　平面図に同じ
縦断面図　縦　S=1/100
　　　　　　　横　S=1/200～1/500

（側　面　図）
○　付近平面図の範囲にある公共幹線を記入
○　管径、勾配、延長、番号
○　マンホール番号、名称
○　流域下水道　黄色
○　公共下水道　赤色
○　地盤高、土被り、管底高

マンホール構造図　S=1/50～1/100

○　○　市（町）

○　岸　○　○　処理分区

最終端マンホール・接続マンホール
構　造　図
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様式１－２（第４条関係）
　　下水第　　　　　号

　　　　　　平成　　　年　　月　　日

　　　市（町）長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　神奈川県知事

　　　　　平成　　年　　月　　日付け第　　号で　申請のありました標記のことについては、次
　　　　のとおり承認します。

　　　　　　　流域下水道名 　　：

　　　　　　　接続幹線名　 　 　：

　　　　　　　接続箇所名　　  　：

　　　　　　　接続箇所番号　  ：

　　　　　　　処理分区分　   　：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（問い合わせ先　　　　　　　　　　　　　　　）

流域関連公共下水道の流域下水道への接続の承認について（通知）
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様式２－１（第６条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　第　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　神奈川県知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市（町）長

　　　平成　　年　　月　　日付け下水第　　号で承認された本市（町）公共下水道の流域下水道へ
　　の次の接続工事を平成　　年　　月　　日に着工しますので届け出ます。

　　　　　　　接続幹線名 　　　：

　　　　　　　接続処理分区名 ：

　　　　　　　接続箇所名　   　：

　　　　　　　接続箇所番号　  ：

　　　　　　　接続承認年月日 ：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（問い合わせ先　　　　　　　　　　　　　　　）

流域関連公共下水道の流域下水道への接続工事着工届
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様式２－２（第６条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　第　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　神奈川県知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市（町）長

　　　平成　　年　　月　　日付け第　　号で承認された次の公共下水道の流域下水道への接続工
　　事が平成　　年　　月　　日に完工しましたので届け出ます。

　　　　　　　接続幹線名 　　　：

　　　　　　　接続処理分区名 ：

　　　　　　　接続箇所名　   　：

　　　　　　　接続箇所番号　  ：

　　　　　　　接続承認年月日 ：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（問い合わせ先　　　　　　　　　　　　　　　）

流域関連公共下水道の流域下水道への接続工事完工届
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様式２－３（第６条関係）

摘 請負業者名

要 完成年月日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　神奈川県知事　殿

　　　　　平成　　年　　月　　日　上記のとおり接続工事完工を検査したので復命します。

　　　　　　　　　　　　　検　査　員
　　　　　　　　　　　　　立　会　人

　（注意事項）　・検査に際しては、市（町）の立会いのもとに行うものとする。
　　　　　　 　　　・本調書は県が作成する。

接続箇所番号

検　査　結　果

接　続　工　事　完　工　検　査　復　命　書

事　業　主　体

接　続　幹　線　名

接続処理分区名

17



様式２－４（第６条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下水第　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　市（町）長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　神奈川県知事

　　　平成　　年　　月　　日付け第　　号で完工届けのありました標記のことについて、次のとお
   り通知します。

　　　　　　　流域下水道名    ：

　　　　　　　接続幹線名       ：

　　　　　　　接続処理分区名 ：

　　　　　　　接続箇所の地名 ：

　　　　　　　接続箇所番号   ：

　　　　　　　検査の結果      ：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（問い合わせ先　　　　　　　　　　　　　　　）

流域関連公共下水道の流域下水道への接続工事完工検査結果について（通知）
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　様式３－１（第７条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下水第　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　市（町）長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　神奈川県知事

　　　○○川流域下水道の供用及び処理開始については、下水道法第２５条の１４の規定に基
　　づき次のとおり通知します。
　　　なお、貴職に係わる手続きについて遺漏なきようお願いします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（問い合わせ先　　　　　　　　　　　　　　　）

流域下水道の供用及び処理開始について（通知）

１　供用及び処理開始年月日

２　流域関連公共下水道より下水
を排除及び処理すべき区域

３　供用及び処理開始しようとする
排水施設の位置

４　供用及び処理開始しようとする
排水施設の排除方式

平成　　年　　月　　日

分流式　　　　　合流式

19



　様式４－１（第８条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　神奈川県知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市（町）長

　　　　　このことについて、平成　　年度分の流域下水道への流入について、次のとおり申請します。

処理分区名
接 　続
幹線名

分区名
接続箇
所番号

接続工事
完了年月日

流入開始
年月日

流入変更
年月日

流入面積
（ｈａ）

添付資料 １　年度総括表
２　流入申請調書
３　流入申請総括表
４　流入申請区域の地名
５　一般平面図

注）１　流入開始又は、変更のある処理分区について申請する。
注）２　流入面積は、既申請面積を含む合計値とする。

　　　　　　　　　流域関連公共下水道から流域下水道への流入開始（変更）について（申請）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（問い合わせ先　　　　　　　　　　　　　　　）
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項　　目
流入申請値
（公示対象）

区　域　外
（予　　定）

合　　計
「維持管理につ
いて」試算値

備考

面積（ha）

人口（人）

家庭汚水量（m3/日）

事業所排水量（m3/日）

有収水量計（m3/日）

不明水量（m3/日）

晴天時汚水量（m3/日）

平　成　　　年　度　総　括　表
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都市名（　　　　　）

既申請 申　請 全体計画 備　考

合流区域 公示予定面積

分流区域 〃

計 〃

合流区域 実処理人口

分流区域 〃

計 〃

家庭汚水 合流区域 現在の原単位

原単位 分流区域 〃

（㍑/人・日） 計 〃

合流区域 有収水量

分流区域 〃

計 〃

事業場 合流区域 〃

排水量 分流区域 〃

（m3/日） 計 〃

地下（不明） 合流区域 実流入量

水量 分流区域 〃

（m3/日） 計 〃

合流区域 晴天時汚水量

分流区域 〃

計 〃

　本表は、処理分区ごとに作成する。

家庭汚水量
（m3/日）

接続幹線名（　　　　　　　　　　　） 接続分区名（　　　　　）

平成　　年度　　流入申請調書

合　　計
（m3/日）

晴
 

天
 

時
 

流
 

入
 

汚
 

水
 

量
　

（
日
平
均

）

接続箇所の地名（　　　　　　　　　　　　　　　　）接続番号（　　　）

項　　　　　目

流入面積（ha）

流入人口（人）
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平成　年度（既申請・申請・全体計画）流入申請総括表　　　　　　　　（　　　　市（町））
　※既申請、申請、全体計画別に作成すること。

接続分区名

接続箇所番号

合流区域

分流区域

計

合流区域

分流区域

計

家庭汚水 合流区域

原単位(L/人・日) 分流区域

計

合流区域

分流区域

計

合流区域

分流区域

計

合流区域

分流区域

計

合流区域

分流区域

計

合流区域

分流区域

計

有収水量計
（m3/日）

地下（不明）水量
（m3/日）

合　　　計
（m3/日）

家庭汚水量
（m3/日）

備　考合　計

流入面積
（ha）

流入人口
（人）

事業所排水量
（m3/日）
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　流入申請に添付する資料は、次のとおりとする。

１　年度総括表
　（１）様式・・・別添様式により作成する。
　（２）記入注意事項
　　・流入申請値・・・流入申請総括表の合計値を記入する。
　　・区域外・・・法第２４条第１項第３号に該当する、当該年度流入予定値の合計を記入する。
　　・「維持管理について」試算値・・・当該年度に係る「維持管理について」の試算値を

　　　　　　　　　　　　　　　　記入する。

２　流入申請調書
　（１）様式・・・別添様式により処理分区毎に作成する。

３　流入申請総括表
　（１）様式・・・別添様式により「既申請」、「申請」、「全体計画」を別に作成する。

４　流入申請区域の地名

５　一般平面図
　（１）縮尺は1/10,000～1/20,000程度とする
　（２）記入事項
　　・見出し　　縮尺、図名、市町名等記入
　　・全体計画区域　　　　　　　　　　　黄色線
　　・流域関連公共下水道事業認可区域　　紫色線
　　・既流入区域（既処理区域）　 　     黒色（合流区域は斜線）
　　・申請流入区域（公示予定区域） 　 　赤色（合流区域は斜線）
　　・流域下水道との接続点　　　　　　　茶色
　　・凡例

流入申請調書等作成要領
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　様式4－2（第８条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下水第　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　市（町）長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　神奈川県知事

　　　　　　　このことについて、平成　　年　　月　　日付　　第　　号で申請のあった次の事項
　　　　　については、承認することとしたので通知します。

流域下水道名 処理区名 接続幹線名 処理分区名
接続箇所

番号
流入面積

（ｈａ）
摘　要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（問い合わせ先　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　流域関連公共下水道から流域下水道への流入の承認について（通知）
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　様式4－3（第１０条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　第　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　神奈川県知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市（町）長

　　　　　　このことについて、下水道法第９条第２項に基づく公示を次のとおり行ったので報告します。

流域下水道名
処　理　区　分

接続幹線名 分区名
接続箇所
番　　号

流入（変更）
承認年月日

公　示
年月日

公示面積
（ｈａ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（問い合わせ先　　　　　　　　　　　　　　　）

　　添付資料　　　処理開始公示の写し
　　　　　　　　　　　　　　（公示に使用した調書、図面の写しとする。）

　　　　　　　　　　　　　　流域関連公共下水道の処理開始の公示について（報告）
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　様式4－4（第１１条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　神奈川県知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市（町）長

公共下水道名

接続箇所番号

処理分区名

流入予定区域

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（問い合わせ先　　　　　　　　　　　　　　　）

区　域　外　流　入　協　議　書

下水道法第２４条第１項第３号に規定する流域関連公共下水道の使用について、流域下水道

維持管理要綱第１１条の規定により、関係書類を添えて協議します。　　　　　　　　　　　　　　　　　
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　様式4－5（第１１条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下水第　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　市（町）長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　神奈川県知事

公共下水道名

接続幹線及び
接続箇所番号

処理分区名

区域（件名）
及び流入水量

条　　　　件

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（問い合わせ先　　　　　　　　　　　　　　　）

区　域　外　流　入　回　答　書

平成　　年　　月　　日付け　　第　　号で協議のあったことについては、次のとおり回答します。
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　様式5－1（第１３条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　第　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　神奈川県知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市　（町）　長

　　　　　このことについて、流入の承認を受けた区域から○○川流域下水道へ流入した○月
　　　分の下水量について、別紙のとおり報告します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（問い合わせ先　　　　　　　　　　　　　　　）

流域関連公共下水道から流域下水道への流入下水量について（報告）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町名（　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月

接　続
幹線名

処　理
分区名

接続
番号

分・合
流区分

流入
面積
（ｈａ）

流入
人口
（人）

申　請
流入量
m3/月

流入量
m3/月

晴天時
日平均
m3/月

雨水量
m3/月

合流式

分流式

小　計

合流式

分流式

小　計

注）雨天時流入下水量報告書を添付すること。
注）流入量が申請流入量を上回った場合、理由書（様式任意）を速やかに提出すること。

月間流入下水量調書

計
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平成○年度　○○市公共下水道　○月分　雨天時流入下水量報告書

期間：　年　月　日～　年　月　日
幹線名 Ａ幹線
処理区 Ｂ岸
処理分区 Ｃ分区

日 曜 天候 接続点 Ｄ 計
分・合 分
流入面積

mm/日 mm/hr 100ha ha ha ha ha ha ha ha

1 月 晴 0 0 2,000
2 火 晴 0 0 2,100
3 水 晴 0 0 1,900
4 木 晴 0 0 2,050
5 金 晴 0 0 2,200
6 土 雨 80 20 3,800
7 日 晴 0 0 1,600
8 月 晴 0 0 2,000
9 火 晴 0 0 2,100

10 水 晴 0 0 1,900
11 木 晴 0 0 2,050
12 金 晴 0 0 2,200
13 土 晴 0 0 1,700
14 日 晴 0 0 1,600

15 月 晴 0 0 2,000
16 火 晴 0 0 2,100
17 水 晴 0 0 1,900
18 木 雨 120 30 3,200
19 金 晴 0 0 2,200
20 土 晴 0 0 1,700
21 日 晴 0 0 1,600

22 月 晴 0 0 2,000
23 火 晴 0 0 2,100
24 水 晴 0 0 1,900
25 木 晴 0 0 2,050
26 金 晴 0 0 2,200
27 土 晴 0 0 1,700
28 日 晴 0 0 1,600
29 月 晴 0 0 2,000
30 火 晴 0 0 2,100
31 水 晴 0 0 1,900

63,450
60,357
3,093
1,947

降雨量 80
流入量 3,800
対象曜日平均 1,700
雨水量 2,100
増水倍率 2.2

21
6.4

晴天時日平均 ：晴天日の流入量の平均
晴天時下水量 ：晴天時日平均×当該月の日数
雨水量 ：流入下水量－晴天時下水量

雨天最大日 ：降雨日の中で最大の流入があった日
〃 流入量 ：降雨日最大の流入下水量

対象曜日平均 ：雨天日最大日と同曜日の晴天時平均（ただし、雨天時最大日と同曜日が祝日の場合は、
その日を除くこと。）

〃 雨水量 ：降雨日最大流入下水量－対象曜日平均
〃 増水倍率 ：降雨日最大流入下水量／対象曜日平均
〃 ha当り ：雨水量／流入面積
目標値（※） ：降雨量(mm/日)*0.08　（※）相模川流域のみ記載する。
備 考 欄 増水倍率やha当りの流入量が多い分区はその原因または対策を記載する。(別紙可)

備　　考

降
雨
量

m3/日
m3/日

流入下水量計(m3/月）

雨水量(m3/月）

晴天時下水量(m3/月）

晴天時日平均

m3/日
倍

m3/日

雨天最大日

ha当り
目標値

mm/日

m3/ha

31



　様式5－2（第１３条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　第　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　神奈川県知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市　（町）　長

　　　　このことについて、平成　　年度の流入水量及び有収水量を別紙のとおり報告します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（問い合わせ先　　　　　　　　　　　　　　）

○○川流域下水道への年間流入下水量について（報告）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町名（　　　　　　　　　　　　　　）

接　続
幹線名

処　理
分区名

接続
番号

分・合
流区分

申 　請
流入量
m3/年

流入量
m3/年

晴天時
日平均
m3/年

有　収
水　量
m3/年

不明水
地下水量

m3/年

雨水量
m3/年

合流式

分流式

小　計

合流式

分流式

小　計

平成　　年度流入下水量調書

計
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件　　数　又　は　人　口 有　収　水　量 備　　考

　　　０～　　５０（m3／月）

　　５０～　１００

　１００～　５００

　１００～１，０００

　１，０００m3／月～

　　　　注 ・ 家庭汚水と事業場排水との区分がつかない場合は、事業場排水とする。
　　　　　 　 家庭汚水の場合、人口も記入する。
　　　　　  　１，０００m３／月以上の場合は、多量排水者調書を作成すること。

計

平成　　年度有収水量総括調書

排　水　量　区　分

家　庭　汚　水

　
　
　
　
事
業
場
排
水
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町名（　　　　　　　　　　　　　　　　）

分　区　名 事　　業　　場　　名 業　　種
排水量（有収水量）

（m３／年）
備　考

計

平成　　年度　多量排水者調書
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　　　　　　　　　　　　　流入下水量調書等作成要領

１　　毎月の報告について
　（１）　本報告は、様式５－１により１ヶ月毎に翌月の２０日までに提出するものとする。
　　　提出部数は２部とする。
　（２）　流量は、１ヶ月の総量で実流量を原則とし、その他の場合は流域下水道管理者と公
　　　共下水道管理者の協議によるものとする。
　（３）　流入人口は、実人口とする。
　（４）　流入面積は、処理開始の公示面積とする。
　（５）　晴天時日平均は、降雨のない日の流入量から１日当たりの流入量を算出し、その月
　　　の日数を乗じて、１ヶ月の総量とする。
　（６）　雨水量は、総流入量より晴天時日平均量を差し引いた量とする。ただし、晴天時日
　　　平均量が総流入量を上回った場合は、「雨天時流入下水量報告書」には計算通りの
　　　数値を記載し、「月間流入下水量調書」には晴天時日平均量と総流入量と同値とし、
　　　雨水量を０と記載すること。

２　年度の報告について
　（１）　本報告は、年間の流入水量及び有収水量の把握を目的とする。
　（２）　報告は、様式５－２により翌年度７月末までとする。
　（３）　報告対象は、４～３月の１２ヶ月とする。
　（４）　処理分区は、流域下水道の処理分区を番号で記入する。
　（５）　件数（人口）は３月３１日の数値、有収水量は当該年度の実績総量を記入する。
　（６）　業種は日本標準産業分類による。
　（７）　特定事業場の場合は、備考欄に特定施設の番号を記入する。　（複数可）
　（８）　排水量区分のm3／月は、１ヶ月当たりの平均水量とする。
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　様式６－１（第１４条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　　　神奈川県知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市　（町）　長
(　公　印　省　略)

　　　　　このことについて、下水道法第１２条及び第１２条の１１の規定に定められた本市

　  　（町）下水道条例に基づき、次のとおり除害施設の設置の届出がありましたので、

      別添のとおり報告します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（問い合わせ先　　　　　　　　　　　　　　　）

除害施設の設置について（報告）
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　様式６－２（第１５条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　　　神奈川県知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市　（町）　長
(　公　印　省　略)

　　　　　このことについて、下水道法に基づく特定施設の設置等に係る届出がありましたので、
　　　同法第１２条の１０に基づき、別添のとおり通知します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（問い合わせ先　　　　　　　　　　　　　　　）

特定施設の設置等に係る届出の受理について（通知）
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　様式６－３（第１５条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　　　神奈川県知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市　（町）　長
(　公　印　省　略)

　　　　　このことについて、下水道法第１２条の５に基づく命令をしたので、同法第１２条の
　　　　１０の規定に基づき別添のとおり通知します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（問い合わせ先　　　　　　　　　　　　　　　）

特定施設の計画変更命令について（通知）
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第14条、第15条関係　別添の参考様式

市町名：

特 定 施 設
有 害 物 質
処理困難物質

※

※

変 更 後 の
平均排水量

変 更 後 の
除 害 方 法

そ の 他 変 更 内 容

流域下水道事業連絡協議会水質等専門分科会で作成した「事業場台帳データベース」を利用して届出を管理している場合は、データベースのテーブル「T_届出状況」の該当期間部分をエクセルに転記し、提出することをもって代え
ることができる

当該施設等届出通知書による通知・報告を行った場合は、当該届出に係る写しの送付は不要となります。

施設設置等届出通知書

No.
届出
措置　年月日
命令

届 出 の 種 類 事 業 場 名

届 出 内 容

事故時の措置内容 命 令 の 内 容 そ の 他 特 記 事 項
追加または廃止
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　様式６－４（第17条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　　　神奈川県知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市　（町）　長
(　公　印　省　略)

　　　　　このことについて、令和　　年　月分の立入検査の結果及び改善指導等の状況を
　　　別紙のとおり通知します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（問い合わせ先　　　　　　　　　　　　　　）

立入検査結果及び改善指導等の状況について（通知）

41



別紙

市町名：
1　調査事業場数

A B C

採水月  調  査
採 水 実 施
事 業 場 数

採 水
箇 所 数

違 反
箇 所 数

違 反
項 目 数

施 設 等 の
検 査 実 施
事 業 場 数

指 導 件 数
有 害 物 質 及 び
処 理 困 難 物 質

そ の 他
特 記 事 項 等

記入例 10 12 4

4

5

6

7

8

9

10

11

12

1

2

3

※基準違反への対応状況については別表参照
※水質検査結果の報告については、計量証明書の添付は不要です。

令和　年度特定事業場等立入検査結果概要

水質の検査 聴取等の検査 内　　　訳
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別表 市町名：
2　違反の内訳

採 水 日 測 定 者 測定結果

違 反 対 応

改善状況
対 応 日 対 応 内 容 改 善 内 容

改 善 完 了 確 認 測 定 調 査
立 入 検 査

日
違 反 事 業 場 名 採 水 箇 所 違 反 項 目 ・ 内 容 測定結果 基 準 値
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　様式６－５（第18条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　　　神奈川県知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市　（町）　長
(　公　印　省　略)

　　　　　このことについて、令和　　年度分の立入検査の予定を別紙のとおり通知します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（問い合わせ先　　　　　　　　　　　　　　）

立入検査の予定について（通知）
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令和　年度　特定事業場等立入検査実施予定表

現地確認・聴取

１．現地確認・聴取 ２．水質測定 実施時期

記入例 ■■ ○○株式会社△工場 90 水66 有 A 10 ○ 1 4 11月中旬 R3に□□の基準超過あり

*1　水：水濁法　ダ：ダイオキシン特措法　条：条例除害施設
　　施設の種類が複数ある場合は列挙するか、「水○○　他」の記載も可。
*2　例：要綱上の分類はBランクだが、監視強化の必要がありAランクの回数を採用している場合、B（A)と記載。

ランク
*2

水質測定
項目数

（項目/回）

県・公社
協力希望

実施回数（回/年）・内容
備考整理番号 処理分区 事業場名

排水量
[㎥/日]

特定施設等

（該当法*1）
処理困難

物質の使用

別 紙
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